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令和６年度当初予算新規事業等一覧

＜一般会計＞

１ 議会活性化事業〔第２委員会室音響・映像配信設備更新工事〕

２ 国際交流推進事業〔多文化共生サポーター会議実施〕

３ 町制施行 70周年記念事業【70周年】

４ 公用車集中管理事業〔災害対応型電気自動車購入、電気自動車ラッピング〕

５ 防災力強化総合事業〔屋外拡声子局バッテリー交換、IP 無線機導入〕

６ 地震対策推進事業〔木造住宅耐震改修補助〕

７ 自主防災組織活動支援事業〔避難所運営マニュアル活用講演会・訓練実施、防災士資格取得費用補

助〕

８ 庁舎維持管理事業〔コージェネレーション更新調査、直流電源装置蓄電池更新、受変電設備改修工

事、コンベンションホール備品更新〕

９ 行政改革推進事業〔窓口申請書作成システム導入〕

10 人口ビジョン・総合戦略推進事業〔多子世帯住宅支援事業補助金〕

11 全世代・全員活躍まちづくりセンター整備事業〔建物整備工事等、施設備品購入（債務負担）〕

12 総合計画推進事業〔第６次総合計画策定業務〕【70 周年】

13 システム運用管理事業〔自治体システム標準化対応〕

14 賦課徴収一般事務費〔相続財産清算人予納金〕

15 定額減税調整給付金支給事業

16 家庭ごみ収集事業〔生活系ごみ等収集運搬委託拡大、収集用自動車購入〕

17 子育て支援推進事業〔子ども・子育て支援プラン策定業務（２年目）、地域で子育て・防災シンポジ

ウム〕【70 周年】

18 妊産婦支援事業〔１か月児健康診査〕

19 妊産婦支援事業〔もうすぐママグッズ配布事業〕

20 予防接種事業〔おたふく風邪助成金〕

21 地域福祉計画推進事業〔地域福祉計画・地域福祉活動計画策定〕

22 非課税世帯等支援給付金給付事業

23 高齢者生活支援事業〔介護人材定着支援事業補助金〕

24 高齢者生活支援事業〔在宅高齢者おむつ等支給事業〕

25 家族介護者支援事業〔居宅高齢者介護者リフレッシュ支援金〕

26 認知機能早期対策事業〔ＢＨＱ測定助成〕

27 食生活改善推進事業〔食生活改善推進員協議会設立 40周年記念献立集作成〕

28 健康づくり推進事業〔食育に関する条例検討委員会の設置〕

29 歩くまち推進事業（国保健康課）〔ウォーキングアプリ・ＢＨＱアプリ統合〕

30 温暖化防止活動事業〔環境エコアクションポイント事業〕

31 温暖化防止活動事業〔脱炭素促進補助金〕

32 農業委員会一般事務費〔目標地図作成〕

33 久御山町農業振興施策対策事業〔がんばる農家応援事業（制度拡充）、特別栽培米奨励補助金〕

34 久御山ブランド推進事業〔農産物直売所ガイドマップ作成〕



35 環境にやさしい農業推進事業〔環境保全型農業推進補助金〕

36 まちの駅施設運営・維持管理事業〔コワーキングスペース改修工事等、販売コーナー機能強化関連

備品等購入〕

37 道路橋梁維持管理事業〔通学路交通安全対策工事、歩行空間修繕整備工事、街路植樹工事〕

38 橋梁長寿命化事業〔森橋補修工事〕

39 道路橋梁新設改良整備事業〔田井・市田線歩道整備測量設計業務、田井５号線道路整備工事、場内

30 号線舗装改良工事等〕

40 排水路等改修整備事業〔下津屋地区排水路整備測量設計業務〕

41 宇治川高台整備促進事業〔かわまちづくり構想策定業務〕

42 公園維持管理事業〔防犯カメラ設置〕

43 中央公園拡充整備事業〔まちのがっこう開催等支援業務、雨水循環利用整備工事、中央公園グラ

ウンド代替施設対応関連事業〕

44 都市計画推進事業（新市街地整備課）〔土地区画整理組合設立支援、基幹道路整備関係〕

45 都市計画推進事業（新市街地整備課）〔住生活基本計画策定業務〕

46 火災等予防推進事業〔消防マイスター子ども用防火衣整備〕

47 消防広域化推進事業〔消防指令センター共同整備負担金〕

48 常備消防一般事務費〔消防団 70 周年・消防本部 50 周年記念誌作成〕

49 消防機械器具等整備事業〔高規格救急車購入〕

50 こども園施設維持管理事業〔使用済み紙おむつ等収集事業〕

51 学校施設維持管理事業〔中学校体育館空調等設置工事〕

52 こども園・学校給食運営事業〔70 周年記念献立、物価高騰対策給食材料費補助金〕【70 周年】

53 全世代・全員活躍まちづくりセンター運営事業〔施設備品購入（債務負担）〕

54 地域学校協働活動推進事業〔地域学校協働活動推進員配置〕

55 ふれあい交流館運営事業〔駐車場西側土留改修工事、エレベーター修繕工事〕

56 旧山田家住宅保存・活用事業〔主屋修理保存業務〕

57 町民運動会等体育大会事業〔京都サンガホームタウンデー〕【70 周年】

58 総合体育館・町民プール運営事業〔エレベーター改修工事等〕

＜企業会計＞

○ 水道事業会計

59 水道施設維持事業〔水道施設更新工事〕

60 配水管改良事業〔配水管布設替工事〕

61 「水道事業ビジョン」推進事業〔シンポジウム開催、水道料金改定支援業務〕

○ 下水道事業会計

62 公共下水道整備・更新事業〔管渠改築工事〕

63 公共下水道整備・更新事業〔施設更新基本計画策定業務〕

64 雨水排水路維持管理事業〔雨水出水浸水想定区域図作成、ストックマネジメント計画改定〕

65 内水排除対策事業〔佐山排水機場施設更新工事等〕



事務事業名　：

□ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和６年度　新規施策等に係る事業概要調書

議会活性化事業〔第２委員会室音響・映像配信設備更新工事〕

新規 拡充 統合 その他

　議会事務局

第８章 第２節　住民参加・協働

計　画 １　住民参加・協働のまちづくりの促進 位置づけしていない

一般会計

議会費 議会費 議会費

　議会では、令和３年度からの通年議会の本格実施により委員会活動の充実がはかられ
たことから、開かれた議会への更なる取組として常任委員会の映像配信を実施すること
とし、令和３年度から予算決算常任委員会の録画映像配信を試行的に実施した。
　今後は、総務事業常任委員会、民生教育常任委員会も録画映像配信を実施することと
し、委員会の主な開催場所となっている第２委員会室の音響・映像配信設備更新工事を
実施する。

　現在、第２委員会室にある設備が老朽化しているため、音響設備（マイク等）の更新
を行い、あわせて録画映像配信向けの設備（カメラ等）を新たに導入する。

○事業費総額 19,350  千円

（内訳）
　・第２委員会室音響・映像配信設備更新工事　　　　　18,500千円
　・第２委員会室音響・映像配信設備更新工事監理業務　　 850千円

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 19,350 19,350

計 19,350 19,350

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）

1



事務事業名　：

□ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和６年度　新規施策等に係る事業概要調書

国際交流推進事業〔多文化共生サポーター会議実施〕

新規 拡充 統合 その他

　総務課

第８章 第１節　コミュニティ・交流

計　画 ２　多彩な交流の促進 位置づけしていない

一般会計

総務費 総務管理費 一般管理費

　言葉や文化の異なる外国人と日本人の交流を通して、異文化への理解と地域での交流
の輪を深め、誰もが住みやすい多文化共生のまちづくりを進める。

　住民、事業者、日本語教室関係者、関係団体等で構成するサポーターチームを立ち上
げ、今後の多文化共生の実施方法や取組内容、各種団体等との連携について検討すると
ともに、多文化共生イベント等を開催する。

○事業費総額 312  千円

（内訳）
　・多文化共生サポーター等謝礼　　235千円（報償費）　
　・イベント関連諸費　　　　　　　 77千円（需用費）

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 312 312

計 312 312

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）

2



事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

■

会　　計

予算科目 款 項 目

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和６年度　新規施策等に係る事業概要調書

町制施行70周年記念事業【70周年】

新規 拡充 統合 その他

　総務課

計　画 位置づけしていない

一般会計

総務費 総務管理費 一般管理費

　町の歴史を振り返り、住民自治意識の向上を図るため、町制70周年を住民と祝う記念
イベント等を開催する。

　町制施行70周年を住民とともに祝う事業を実施する。

①記念式典を開催し、町政への協力・尽力された方を表彰し、感謝の意を表する。ま
た、記念式典後にプロの講談師が町の70年の歴史を披露するアトラクションを開催す
る。

②久御山町を幅広くＰＲするとともに、町民が憩い、まちを思い、絆をつくる賑わいの
ある記念イベントを実施する。

③町の歴史や魅力を町内外にＰＲする記念冊子を作成する。

○事業費総額 14,918  千円

（内訳）
　・表彰記念品、謝礼等　　　　　　　　　2,089千円（報償費）
　・式典等関連諸費　　　　　　　　　　　1,167千円（需用費）
　・案内はがき及び広告料　　　　　　　　1,187千円（役務費）
　・記念誌配布、式典音響等委託　　　　　  955千円（委託料）
　・町制施行70周年記念事業推進補助金　　9,520千円（負担金、補助及び交付金）

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金 5,065 5,065
府支出金
起　　　債
その他特財 7,458 7,458
一般財源 2,395 2,395

計 14,918 14,918

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）

3



事務事業名　：

□ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和６年度　新規施策等に係る事業概要調書

公用車集中管理事業〔災害対応型電気自動車購入、電気自動車ラッピング〕

新規 拡充 統合 その他

　総務課

第９章 第１節　行財政運営

計　画 １　計画的・効率的な行政運営 位置づけしていない

一般会計

総務費 総務管理費 財産管理費

　経過年数の大きい公用車を更新し、公用車の安全な運用管理を行う。
　令和３年度と令和５年度に災害時に避難所などで有効活用できる電気自動車を各１台
購入しており、公用車の更新時期にあわせて、計画的に電気自動車の配備を進める。

　災害時に備え、避難所で電力供給源となる電気自動車を令和６年度・令和７年度に各
１台購入する。また、電気自動車（３台：新規購入分を含む）の車体にラッピングを行
い、環境に配慮した電気自動車の推進をＰＲする。

○事業費総額 3,728  千円

（内訳）
　・保険料、登録料　　　　 　　　　　　　　　 　　86千円（役務費）
　・電気自動車ラッピング（３台分）　　　　　　   583千円（委託料）
　・電気自動車購入費　　　　　　　　　         3,059千円（備品購入費）

　※参考
　　・令和７年度　電気自動車購入費　4,523千円（債務負担行為）

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財 550 550
一般財源 3,178 3,178

計 3,728 3,728

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）

4



事務事業名　：

■ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和６年度　新規施策等に係る事業概要調書

防災力強化総合事業〔屋外拡声子局バッテリー交換、IP無線機導入〕

新規 拡充 統合 その他

　総務課

第７章 第１節　防災・減災

計　画 １　防災・減災体制の強化 位置づけしていない

一般会計

総務費 総務管理費 防災費

　あらゆる災害から住民の生命・身体・財産を守り、住民が安全、安心な日常生活・社
会生活が送れるよう防災体制の整備を図る。また、災害時に住民がよりスムーズな避難
行動がとれるよう、屋外スピーカーによる防災行政無線の整備・維持管理を行い、情報
通信手段の確保を図る。

　屋外拡声子局について、平成31年４月の同報系防災行政無線運用開始から５年が経過
し、耐用年数に達するため、バッテリーの交換を実施する。
　また、現在運用中の移動系防災行政無線（アナログ式）について、令和６年度中に免
許期限及び使用期限を迎えるため、新たな非常時通信手段としてIP無線機を導入する。
なお、IP無線機は災害時や訓練に限らず、町行事やイベント等で活用し、職員における
操作の習熟度を高める。

○事業費総額 8,057  千円

（内訳）
　・屋外拡声子局バッテリー交換　 6,457千円（委託料）
　・IP無線機通信料　　　　　　　 　273千円（通信運搬費）
　・IP無線機導入（９台分）  　　 1,327千円（備品購入費）

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 8,057 8,057

計 8,057 8,057

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）

5



事務事業名　：

□ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和６年度　新規施策等に係る事業概要調書

地震対策推進事業〔木造住宅耐震改修補助〕

新規 拡充 統合 その他

　総務課

第７章 第１節　防災・減災

計　画 ４　災害に強い基盤の整備 位置づけしていない

一般会計

総務費 総務管理費 防災費

　地震災害から住民の生命、身体、財産を守るため、木造住宅の耐震診断や耐震化補助
等の地震対策を推進する。

　石川県能登半島地震の影響で家屋の倒壊が多く発生したことを受けて、木造住宅の耐
震化を加速させるため、耐震改修補助金額の拡充を行う。

＜補助金額内訳＞※１棟あたり

（現　行）　国50万円　府25万円　町25万円　合計100万円
（拡充後）　国50万円　府50万円　町50万円　合計150万円

○事業費総額 7,500  千円

（内訳）
　・住宅耐震改修補助（1,500,000円×５棟）　 7,500千円

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金 2,500 2,500
府支出金 2,500 2,500
起　　　債
その他特財
一般財源 2,500 2,500

計 7,500 7,500

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和６年度　新規施策等に係る事業概要調書

自主防災組織活動支援事業〔避難所運営マニュアル活用講演会・訓練実施、
防災士資格取得費用補助〕

新規 拡充 統合 その他

　総務課

第７章 第１節　防災・減災

計　画 １　防災・減災体制の強化 位置づけしていない

一般会計

総務費 総務管理費 防災費

　阪神・淡路大震災を契機として平成８年から自主防災リーダー研修会を実施し、自主
防災組織の体制整備を図ってきた。現在、37の全ての自治会で組織化がされている。自
らの地域を自らで守る自主防災組織の活性化を図るため、当事業を推進する。

　令和５年度に策定した避難所運営マニュアルを活用した避難所運営訓練を実施するに
あたり、有識者による講演会等を開催し、避難所運営のあり方や心構えなどについて、
自主防災会の方々に理解を深めていただく。また、避難所開設・運営訓練を実施し、地
域住民とともに課題の整理を行う。
　地域防災の担い手となる防災士について、京都府において資格取得者増加を目標に養
成事業が展開されている。本町も京都府の養成事業を活用しながら、自己負担分に補助
を行い、地域防災のリーダーを育成する。

○事業費総額 268  千円

（内訳）
　・避難所運営マニュアル活用講演会講師謝礼  50千円（報償費）
  ・訓練用メッシュベスト（15着） 　　　　   26千円（消耗品費）
　・防災士資格取得費用補助（８千円×24人） 192千円（負担金、補助及び交付金）　

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 268 268

計 268 268

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

□ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和６年度　新規施策等に係る事業概要調書

庁舎維持管理事業〔コージェネレーション更新調査、直流電源装置蓄電池更新、
受変電設備改修工事、コンベンションホール備品更新〕

新規 拡充 統合 その他

　企画財政課

第９章 第１節　行財政運営

計　画 １　計画的・効率的な行政運営 位置づけしていない

一般会計

総務費 総務管理費 財産管理費

　役場第１期（平成７年度）・第２期（平成12年度）庁舎をはじめ、敷地内の建物・設
備については経年劣化が進んでおり、長期的な視点から維持管理や改修等を行うため、
令和４年度に建物劣化診断調査を実施し、現状確認のうえ今後の修繕の優先度を見極め
た長期修繕計画を作成した。
　庁舎施設の機能を保持し、職員、来庁者にとって快適な環境を確保するため、また、
施設の長寿命化を図るため、計画的な修繕・更新を行う。

　長期修繕計画の結果を参考に、経年劣化している第１期庁舎の電気室蓄電池設備、受
変電設備改修工事を行う。
　また、コージェネレーションの調査業務を行い、効率的な空調設備の運用（更新また
は自家発電等の導入）検討をあわせて行う。
　備品購入では、竣工当時に導入した役場５階コンベンションホールの机について、大
小の劣化が多く見られるため、更新を行う。

○事業費総額 50,566  千円

（内訳）
　①久御山町役場コージェネレーション更新調査業務（建設事業委託料）　22,000千円
　②第１期庁舎  直流電源装置蓄電池設備更新工事（工事請負費）　　　　 3,818千円
　③第１期庁舎　受変電設備改修工事（工事請負費）　　　　　　　　　　18,988千円
　④コンベンションホール机購入（庁用備品）　　　　　　　　　　　　　 5,760千円

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債 34,700 34,700
その他特財
一般財源 15,866 15,866

計 50,566 50,566

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和６年度　新規施策等に係る事業概要調書

行政改革推進事業〔窓口申請書作成システム導入〕

新規 拡充 統合 その他

　企画財政課

第９章 第１節　行財政運営

計　画 １　計画的・効率的な行政運営 位置づけしていない

一般会計

総務費 総務管理費 企画費

　国が策定した自治体ＤＸ（デジタル・トランスフォーメーション）推進計画における
取組や、各業務のデジタル化を進め、職員の業務効率化の意識向上を図るとともに、業
務改革を進める。
　日本語での意思疎通が困難な外国人が多い本町では、窓口における申請書等の記入や
記入補助が大きな負担となっているため、マイナンバーカード等を利用した「申請書等
作成支援システム」を導入し、「書かない窓口」として課を横断する窓口の連携を図
り、申請受付業務の効率化に取り組む。

　「第７次行政改革大綱」に基づくＤＸ（デジタル・トランスフォーメーション）推進
にあたり、マイナンバーカードや運転免許証等に記録されている情報を複数の申請書等
に自動印字することができる「申請書等作成支援システム」を、試行的に住民票等の窓
口において２基導入し、窓口の簡便化・時間短縮を図る。

○事業費総額 2,344  千円

（内訳）
　・委託料　2,344千円

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金 1,172 1,172
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 1,172 1,172

計 2,344 2,344

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）

STEP1 STEP2

STEP3 STEP4

希望の申請書等を選択する マイナンバーカード等を読み取る

内容を確認する

マイナンバーカード等の氏名・住

所・生年月日（・性別）が記載さ

れた申請書等が出力される
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事務事業名　：

□ ■ □ □

担　当　課

章 節

■

会　　計

予算科目 款 項 目

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和６年度　新規施策等に係る事業概要調書

人口ビジョン・総合戦略推進事業〔多子世帯住宅支援事業補助金〕

新規 拡充 統合 その他

　企画財政課

計　画 位置づけしていない

一般会計

総務費 総務管理費 企画費

　三世代（親子及び祖父母）が近居又は同居することで、育児に関する負担を軽減する
とともに三世代が安心して暮らすことができる居住環境を形成することを目的とした住
宅支援を令和３年度から実施している。
　令和６年度から、補助対象者に多子世帯（３人以上の子どもが属する世帯）を加え、
住宅リフォーム及び住宅の取得に係る仲介手数料に対する補助金を交付することで、子
育て世帯の居住環境の向上を図る。

【継続事業】三世代近居・同居住宅支援補助
　三世代（親子及び祖父母）が近居又は同居をするために町内の住宅をリフォームし、
又は取得する際に必要となる費用の一部を補助する。

【拡充事業】多子世帯住宅支援補助
　多子世帯（18歳未満の子どもが３人以上の世帯（妊娠中の子を含む））が住宅をリ
フォームし、又は取得する際に必要となる費用の一部を補助する。

【補助内容】
　①住宅リフォームに係る補助【補助率１／２】【上限額　1,000千円】
　②住宅の取得における仲介手数料の補助【補助率１／２】【上限額　400千円】

【留意事項】
　①子の親権者の年収の合計額が750万円未満であること。
　②世帯の全員が市町村税及び府税を滞納していないこと。
　③世帯員が暴力団員でないこと。

○事業費総額 4,200  千円

（内訳）   拡充分　2,800千円

【継続事業】三世代近居・同居住宅支援補助
　①住宅リフォーム補助　1,000千円（1,000千円×１件）
　②仲介手数料補助　　　　400千円（400千円×１件）
【拡充事業】多子世帯住宅支援補助
　①住宅リフォーム補助　2,000千円（1,000千円×２件）
　②仲介手数料補助　　　　800千円（400千円×２件）

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金 2,100 1,400
起　　　債
その他特財
一般財源 2,100 1,400

計 4,200 2,800

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

□ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和６年度　新規施策等に係る事業概要調書

全世代・全員活躍まちづくりセンター整備事業〔建物整備工事等、施設備品購
入（債務負担）〕

新規 拡充 統合 その他

　企画財政課

第８章 第１節　コミュニティ・交流

計　画 ２　多彩な交流の促進 位置づけしていない

一般会計

総務費 総務管理費 企画費

　全世代・全員活躍の基盤となるまちづくりの観点から、従来の公民館の社会教育・生
涯学習拠点機能を向上させ、あらゆる人やあらゆる世代の人口が交流する地域コミュニ
ティ形成の場として「全世代・全員活躍まちづくりセンター」を官民連携の視点を取り
入れて整備する。
　多世代交流のコンセプトに加えて、社会教育・生涯学習機能、福祉機能を備えた拠点
施設を整備することにより、地域共生社会の実現に寄与する。

　令和５年度末に実施した入札において、落札した業者の施工により同センターの建設
を実施する。あわせて、令和７年度の開館に向けて施設備品を調達する。

（まちづくりセンター概要）
　・建築面積 1,834.69㎡　・延床面積 2,016.8㎡　・構造 鉄骨造
　・主な施設
　　　ホール（固定141席、可動153席）、和室、音楽室、サークル実習室
　　　多目的ホール、セミナー室（大・小）、カフェ
　　　太陽光発電設備、マンホールトイレ、備蓄倉庫
（主な施設備品）
　・ホール用スタッキングチェア
　・カフェ用家具（テーブル、椅子）
　・セミナー室用長机、椅子　など

○事業費総額 1,986,351  千円

（内訳）
　委託料
　・まちづくりセンター整備工事監理業務                　9,992千円
　・まちづくりセンター整備工事監理支援業務　　　　　　　5,609千円

　工事請負費
　・まちづくりセンター整備工事＜継続費＞　　　　　　1,970,750千円
　［継続費総額　2,765,000千円］
　　　R5 399,250千円（3月補正）、R6 1,970,750千円、R7 395,000千円

　施設備品購入   
　・令和６年度 　　　　　　0千円
　※参考
　・令和７年度  　　  60,000千円（債務負担行為）

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金 792,296 792,296
府支出金
起　　　債 1,069,600 1,069,600
その他特財 110,000 110,000
一般財源 14,455 14,455

計 1,986,351 1,986,351

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

□ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和６年度　新規施策等に係る事業概要調書

総合計画推進事業〔第６次総合計画策定業務〕【70周年】

新規 拡充 統合 その他

　企画財政課

第９章 第１節　行財政運営

計　画 １　計画的・効率的な行政運営 位置づけしていない

一般会計

総務費 総務管理費 企画費

　平成28年３月に、平成28年度を始期とする第５次総合計画を策定し、計画の実現に向
けた計画の進捗管理を行っている。また、基本計画で示された施策について、財政措置
等の対応も組み込み、３か年を計画年次とした実施計画を毎年度策定し、事業実施後に
ついては、毎年度実績調書を作成している。　
　今後も町政運営の基本となる総合計画を策定・推進し、その計画の実現に向け計画の
進捗管理を行う必要がある。

　現計画は令和７年度に計画期間が満了することから、新たに第６次総合計画を策定す
るための検討及び準備を行う。

（令和６年度取組予定）
　・現状・将来動向の把握・分析
　・職員研修会・検討会等
　・住民アンケート調査等の実施
　・住民参画会議
　・総合計画審議会設置
　・各種団体等懇談会

○事業費総額 12,465  千円

（内訳）
　・報酬　　　　　507千円
　・旅費　　　　　　6千円
　・需用費　   　  12千円
　・委託料 　　11,940千円

　※参考
　・令和７年度　7,751千円（債務負担行為）

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 12,465 12,465

計 12,465 12,465

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

□ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和６年度　新規施策等に係る事業概要調書

システム運用管理事業〔自治体システム標準化対応〕

新規 拡充 統合 その他

　企画財政課

第９章 第２節　情報化推進

計　画 １　行政の情報化の推進 位置づけしていない

一般会計

総務費 総務管理費 電子計算費

　「地方公共団体情報システムの標準化に関する法律」に基づき、標準化の対象となる
事務について、標準化のための基準に適合したシステム（標準準拠システム）の利用が
義務付けられている。
　現在、標準化の対象となる事務で利用している各システムについて、標準化のための
基準に適合したシステムへの移行等が必要となるため、システム移行が円滑に完了する
よう取組を進める。

　移行にあたっては、国から示された「自治体情報システムの標準化・共通化に係る手
順書」に沿って作業等を行う必要がある。
　令和６年度は、データ移行に関する作業のうち、基幹業務支援システム、障がい者福
祉システム等の移行準備作業やテスト移行を行うとともに、ガバメントクラウドへの接
続設定作業を行う。

○事業費総額 50,617  千円

（内訳）
　委託料
　・基幹業務支援システム移行作業　　　　　36,832千円
　・障がい者福祉システム移行作業　　　　　 3,124千円
　・ガバメントクラウド接続回線初期費用　　 3,963千円
　・庁内ネットワーク設定変更　　　　　　　 1,452千円
　・ガバメントクラウドNW等運用保守　　　　 4,231千円
　・ガバメントクラウド接続回線運用保守　　 1,015千円

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金 50,617 50,617
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源

計 50,617 50,617

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和６年度　新規施策等に係る事業概要調書

賦課徴収一般事務費〔相続財産清算人予納金〕

新規 拡充 統合 その他

　税務課

第９章 第１節　行財政運営

計　画 ２　健全な財政運営 位置づけしていない

一般会計

総務費 徴税費 賦課徴収費

　所有者が死亡した土地や家屋などの固定資産について、相続人が不存在の場合は固定
資産税の課税・徴収ができないため、相続財産清算人制度を活用し、適正な賦課・徴収
につなげる。

　利害関係人として家庭裁判所に相続財産清算人の選任申出を行い、選任された相続財
産清算人による縁故者等の調査や不動産の売却等を進める。
　令和６年度は１件の相続財産清算人選任申出を行う。

○事業費総額 1,009  千円

（内訳）
　・申立に係る収入印紙等 　　　　　 　3千円
　・相続財産清算人予納金　　　　　1,000千円
　・官報掲載料　　　　　　　　　　　　6千円

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 1,009 1,009

計 1,009 1,009

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

■

会　　計

予算科目 款 項 目

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和６年度　新規施策等に係る事業概要調書

定額減税調整給付金支給事業

新規 拡充 統合 その他

　税務課

計　画 位置づけしていない

一般会計

総務費 徴税費 税務総務費

　政府の経済対策として実施される定額減税の補足事業として、定額減税の恩恵を十分
受けられないと見込まれる対象者に給付金を支給する。

　納税者及び配偶者を含めた扶養親族に基づき算定される定額減税可能額が、令和６年
分推計所得税額又は令和６年度分個人住民税所得割額を上回る者に対し、給付金（１万
円単位で切り上げ）を支給する。
　なお、令和６年分所得税及び定額減税の実績額等が確定したのち、当初給付額に不足
のあることが判明した場合は、追加で給付を行う。

○事業費総額 84,081  千円

（内訳）
　・コピー用紙等　　　　　　　　　　37千円（消耗品費）
　・発送用封筒印刷等　　　　　　 　489千円（印刷製本費）
　・郵送料　　　　　　　　　　　 　869千円（通信運搬費）
　・振込手数料等　　　　　　       746千円（公金取扱手数料）
　・データ入力委託　　　　　　　　 440千円（委託料）
　・定額減税調整給付金　　　　　81,500千円（負担金、補助及び交付金）

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金 84,081 84,081
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源

計 84,081 84,081

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

□ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和６年度　新規施策等に係る事業概要調書

家庭ごみ収集事業〔生活系ごみ等収集運搬委託拡大、収集用自動車購入〕

新規 拡充 統合 その他

　住民課

第２章 第９節　循環型社会

計　画 ２　廃棄物の発生抑制と資源化の推進 位置づけしていない

一般会計

衛生費 清掃費 塵芥処理費

　生活系ごみの収集運搬を適切かつ安定的に履行するため、契約満了となる収集運搬委
託業務を更新する。また、ごみ収集運搬業務の確実な履行体制及び安全性を確保し、生
活環境の保全を図るため、収集用自動車の更新を行う。

①令和６年12月で契約満了となる生活系ごみ等収集運搬委託業務について、委託業務の
範囲を1/2から3/4に拡大し、委託事業者の選定を行う。

②一部直営部分の収集業務を円滑に行うため、収集用自動車を１台購入する。

○事業費総額 35,264  千円

（内訳）
　①生活系ごみ等収集運搬業務委託　　21,138千円
　※参考
　・令和７年度～令和11年度　　401,622千円（債務負担行為）

　②収集用自動車購入（登録料、保険料等含む）１台　　14,126千円

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 35,264 35,264

計 35,264 35,264

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

□ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和６年度　新規施策等に係る事業概要調書

子育て支援推進事業〔子ども・子育て支援プラン策定業務（２年目）、地域で子
育て・防災シンポジウム〕【70周年】

新規 拡充 統合 その他

　子育て支援課

第３章 第１節　子育て支援

計　画 １　総合的な子育て支援の推進 位置づけしていない

一般会計

民生費 児童福祉費 児童福祉総務費

　安心して子育てができる環境づくりや支援を行うため、子育て支援に関する総合的な
推進を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　子育て世代のための防災をテーマにシンポジウムを開催し、地域が担う子育ての重要
性について意識高揚を図るとともに、家庭や地域でできる防災対策などの啓発を行う。

①子ども・子育て支援プラン策定業務（２年目）
　第３期子ども子育て・支援プラン（久御山町こども計画）策定を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

②地域で子育て・防災シンポジウム（70周年記念事業）
（１）講演会　
　「子育て世代のための防災について家庭でできること、地域でできること」
（２）シンポジウム
（３）子どもも一緒に楽しめる防災クイズ　など
　※保育ルーム、子どもの工作コーナー等を別室に設置。

○事業費総額 4,136  千円

（内訳）
　①子ども・子育て支援プラン策定業務　　　　　　　　　　　3,663千円

　②地域で子育て・防災シンポジウム
　　・講師謝礼　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　335千円
　　・消耗品等（参加者景品等）　　　　　　　　　　　　　　　107千円
　　・委託料（ポスティング）　　　　　　　　　　　　　　　　 31千円　　　　

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 4,136 4,136

計 4,136 4,136

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和６年度　新規施策等に係る事業概要調書

妊産婦支援事業〔１か月児健康診査〕

新規 拡充 統合 その他

　子育て支援課

第６章 第２節　保健・医療

計　画 １　保健事業の充実 位置づけしていない

一般会計

衛生費 保健衛生費 予防費

　妊婦・子育て家庭が安心して出産・子育てできるよう、妊娠中から出産後まで、切れ
目ない支援を行う。
　１か月児健康診査への費用助成により、子どもの健康状態の確認や育児相談等の機会
充実を図る。

　産婦人科で受診する１か月児健康診査の費用を助成する。

《対象者》１か月児健康診査を受診した乳児の保護者
　※対象者数　約100人
《助成額》4,000円/人

○事業費総額 400  千円

（内訳）　
　・医師委託　　　400千円

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金 200 200
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 200 200

計 400 400

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和６年度　新規施策等に係る事業概要調書

妊産婦支援事業〔もうすぐママグッズ配布事業〕

新規 拡充 統合 その他

　子育て支援課

第６章 第２節　保健・医療

計　画 １　保健事業の充実 位置づけしていない

一般会計

衛生費 保健衛生費 予防費

　出産を目前に控えた妊娠８か月の妊婦に対し、育児関連用品を配付するとともに、子
育て支援関係の情報提供等を行い、出産・育児への不安軽減を図り、安心して子どもを
産み育てることができる環境を整える。

　妊娠８か月の妊婦を対象に、カタログから選択した育児関連用品をプレゼントする。
また、育児関連用品とあわせて、保健師からのメッセージやパパ＆ママ教室の案内、あ
いあいホールの案内等を同封し、妊産婦が孤立化しないよう情報提供を行う。

○事業費総額 1,572  千円

（内訳）
　・委託料　　　1,572千円
　　※商品代・カタログ作成費　100人分

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 1,572 1,572

計 1,572 1,572

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）

19



事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和６年度　新規施策等に係る事業概要調書

予防接種事業〔おたふく風邪助成金〕

新規 拡充 統合 その他

　子育て支援課

第６章 第２節　保健・医療

計　画 １　保健事業の充実 位置づけしていない

一般会計

衛生費 保健衛生費 予防費

　感染症の集団防疫や地域防疫を実施するため、感染症予防対策として各種予防接種を
実施する。
　任意予防接種対象のおたふく風邪（流行性耳下腺炎）ワクチンについて、接種費用の
一部を助成し、保護者の負担軽減を図る。

　令和６年度から、おたふく風邪（流行性耳下腺炎）のワクチン接種費用の一部を助成
する。

《対象者》
　・おたふく風邪ワクチンを接種した１歳～２歳未満の幼児の保護者
　※対象者数　約100人
《助成額》
　・3,000円／回（１回のみ）

○事業費総額 303  千円

（内訳）
　・医師委託　　　　　　　　　　　　270千円
　・予防接種助成金　 　　　　　　　　30千円
　・予診票用紙　　 　　　　　　　　　 3千円

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 303 303

計 303 303

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和６年度　新規施策等に係る事業概要調書

地域福祉計画推進事業〔地域福祉計画・地域福祉活動計画策定〕

新規 拡充 統合 その他

　福祉課

第６章 第５節　地域福祉

計　画 １　地域福祉の計画的な推進 位置づけしていない

一般会計

民生費 社会福祉費 社会福祉総務費

　少子・高齢化や価値観の多様化を背景として、地域住民相互のつながりや助け合いの
希薄化が進むなか、住民、行政、社協、関係団体が協働して、誰もが安心していきいき
暮らせるまちを実現するため、将来の目標を設定したうえで、具体的に取組むべき施策
を明らかにする「久御山町第４期地域福祉計画・第５期地域福祉活動計画」を策定す
る。

　本計画は地域福祉の姿や目標を設定したうえで、具体的に取組むべき施策を明らかに
するため、地域福祉計画と地域福祉活動計画を一体とした５か年ごとの計画として策定
する。
　策定にあたっては、住民の地域福祉に関する考え方や現状等を把握するためのアン
ケート調査、関係団体等の意見聴取等を実施するとともに、保健・医療・福祉の専門
家、有識者、各種福祉関連団体の代表者等による「久御山町地域福祉計画・地域福祉活
動計画策定委員会」を設置し、審議を行う。

○事業費総額 2,477  千円

（内訳）
　・報償費　　　　　　　　　　　242千円
　・需用費　　　　　　　　　　　　4千円
　・委託料（計画策定業務）　　2,231千円

　※参考
　・令和７年度　計画策定業務    2,614千円（債務負担行為）

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 2,477 2,477

計 2,477 2,477

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

■

会　　計

予算科目 款 項 目

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和６年度　新規施策等に係る事業概要調書

非課税世帯等支援給付金給付事業

新規 拡充 統合 その他

　福祉課

計　画 位置づけしていない

一般会計

民生費 社会福祉費 社会福祉総務費

　国において実施される新たな経済に向けた支援事業として、物価高に最も切実に苦し
んでいる低所得者に対して給付金を支給する。

　令和６年度に、新たに住民税非課税となる世帯及び均等割のみ課税となる世帯に対
し、10万円を給付するとともに、当該世帯の18歳以下の子ども１人あたり５万円を上乗
せして給付する。

○事業費総額 38,541  千円

（内訳）
　・報酬　　会計年度任用職員〔一般〕　　　　　　　　 　　49千円
　・需用費　消耗品費　　　　　　　　　　　　　　　 　　　55千円
　・役務費　通信運搬費　　　　　　　　　　　　　 　　　　99千円
　　　　　　公金取扱手数料　　　　　　　　　　　 　　　　49千円
　・委託料　システム開発等　　　　　　　　　　　 　　 2,068千円
　　　　　　その他業務（封入作業等委託）　　　　 　　 1,721千円
　・負担金、補助及び交付金　非課税世帯等支援給付金 　34,500千円

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金 38,541 38,541
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源

計 38,541 38,541

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和６年度　新規施策等に係る事業概要調書

高齢者生活支援事業〔介護人材定着支援事業補助金〕

新規 拡充 統合 その他

　福祉課

第６章 第３節　高齢者福祉

計　画 ２　高齢者福祉サービスの充実 位置づけしていない

一般会計

民生費 社会福祉費 老人福祉費

　団塊ジュニア世代が高齢者となる令和22年頃にかけて、超高齢社会に伴う介護人材不
足が見込まれている。町独自の介護人材定着補助金を創設することで、流動的な介護人
材にアピールするとともに、介護人材の定着につなげる。

　町内の介護サービス事業所における介護人材の定着を支援するため、継続して同一法
人に就業する介護人材（正規職員）を対象に、継続年数に応じて補助金を支給する。

　※令和６年度については令和５年度を基準年度として就業２年目となる職員が対象。
　（参考：就業５年目に50,000円支給を予定）

○事業費総額 600  千円

（内訳）
　・介護人材定着支援事業補助金　600千円（30,000円×20人分）

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 600 600

計 600 600

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

□ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和６年度　新規施策等に係る事業概要調書

高齢者生活支援事業〔在宅高齢者おむつ等支給事業〕

新規 拡充 統合 その他

　福祉課

第６章 第３節　高齢者福祉

計　画 ２　高齢者福祉サービスの充実 位置づけしていない

一般会計

民生費 社会福祉費 老人福祉費

　在宅で日常的におむつ等を必要とする高齢者に対しておむつ等を支給することによ
り、本人及び介護にあたっている家族等の負担を軽減し、介護が必要な高齢者の在宅介
護を支援する。

　１か月の支給限度額内で、対象者がカタログ（30品目程度）から必要な品目（おむ
つ・介護用品）、必要個数を選択し、月に１度の見守り及び排泄ケアに関する相談を兼
ね、業者による配達を行う。

　※令和６年６月から実施予定。

○事業費総額 8,000  千円

（内訳）
　・在宅高齢者おむつ等支給等　8,000千円（扶助費）

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財 8,000 8,000
一般財源

計 8,000 8,000

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

□ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和６年度　新規施策等に係る事業概要調書

家族介護者支援事業〔居宅高齢者介護者リフレッシュ支援金〕

新規 拡充 統合 その他

　福祉課

第６章 第３節　高齢者福祉

計　画 ４　介護が必要な高齢者のいる家族の支援 位置づけしていない

一般会計

民生費 社会福祉費 老人福祉費

　介護保険の要介護２の認定を受けた高齢者を在宅で介護する家族にリフレッシュを促
すことで、在宅介護生活の質の向上、継続を図ることを目的とする。

　介護保険の要介護３・４・５の認定を受けた高齢者を在宅で介護している家族に対す
る30,000円の給付に加え、要介護２の認定を受けた高齢者を在宅で介護している家族を
対象に介護者リフレッシュ支援金を給付する。
　ショートステイ等短期間の宿泊を伴うサービスを利用してリフレッシュを行った場
合、延べ５日以上で15,000円を給付する。

（補助額）　　
・居宅高齢者介護者リフレッシュ支援金15,000円

○事業費総額 6,660  千円

（内訳）　　　拡充分　1,500千円
　・介護者リフレッシュ支援金（要介護３以上）　　5,160千円（30千円×172人）
　・介護者リフレッシュ支援金（要介護２）　　　　1,500千円（15千円×100人）

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 6,660 1,500

計 6,660 1,500

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和６年度　新規施策等に係る事業概要調書

認知機能早期対策事業〔BHQ測定助成〕

新規 拡充 統合 その他

　福祉課

第６章 第１節　健康

計　画 １　総合的な健康づくりの推進 位置づけしていない

一般会計

民生費 社会福祉費 老人福祉費

　住民の認知症及びその他疾患を予防するため、脳の健康状態を見える化する指標（Ｂ
ＨＱ）を活用した健康施策を実施する。

　健康アプリ登録者のうち、ＢＨＱ測定を希望する住民に対して、ＢＨＱ測定費用の一
部（90%）を助成する。

○事業費総額 594  千円

（内訳）
　・負担金、補助及び交付金　ＢＨＱ測定助成金　594千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（＠44,000円×0.9×15人）

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 594 594

計 594 594

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

□ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和６年度　新規施策等に係る事業概要調書

食生活改善推進事業〔食生活改善推進員協議会設立40周年記念献立集作
成〕

新規 拡充 統合 その他

　国保健康課

第６章 第１節　健康

計　画 ２　食育の推進 位置づけしていない

一般会計

衛生費 保健衛生費 健康づくり推進費

　生涯にわたって健康で生き生きと暮らすための基礎として、ライフステージやライフ
スタイル、多様な暮らしに対応した切れ目ない食育や食生活の改善を地域協働で推進す
る。

　昭和60年に設立された久御山町食生活改善推進員協議会「久味の会」の設立40周年を
記念して、これまでの取組内容をまとめた記念献立集を作成する。

○事業費総額 987  千円

（内訳）　
　・食生活改善推進員協議会補助金　987千円（拡充分462千円）

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 987 462

計 987 462

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）

27



事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和６年度　新規施策等に係る事業概要調書

健康づくり推進事業〔食育に関する条例検討委員会の設置〕

新規 拡充 統合 その他

　国保健康課

第６章 第１節　健康

計　画 １　総合的な健康づくりの推進 位置づけしていない

一般会計

衛生費 保健衛生費 健康づくり推進費

　久御山町食育推進計画における基本目標（方針）のひとつである「地域の食文化の伝
承と地産地消の促進」のため、伝統野菜の素晴らしさを見つめ直すことにより、食育の
効果的な推進を図る。

　地場産野菜を生活に取り入れることや栄養バランスにすぐれた食生活、地域の食文化
への理解を推進する食育に関する条例制定に向けて、有識者等による検討委員会を設置
し、条例案を作成する。また、条例制定後は食育推進協議会を設置し、食育を町民に浸
透する取組を推進する。

○事業費総額 45  千円

（内訳）
　・食育に関する条例検討委員謝礼　　　　　　　　18千円
　・食育推進協議会委員謝礼　　　　　　　　　　　18千円
　・費用弁償　　　　　　　　　　　　　　　　　 　7千円
　・消耗品費                                   　2千円

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 45 45

計 45 45

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

□ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和６年度　新規施策等に係る事業概要調書

歩くまち推進事業（国保健康課）〔ウォーキングアプリ・BHQアプリ統合〕

新規 拡充 統合 その他

　国保健康課

第６章 第１節　健康

計　画 １　総合的な健康づくりの推進 位置づけしていない

一般会計

衛生費 保健衛生費 健康づくり推進費

　歩くことは、リラックス効果をはじめ、脳や免疫機能の活性化、体脂肪の低下などの
健康増進効果があることを広く住民に知ってもらい、これまで健康に対して無関心で
あった人にも、日常生活にもっと「歩く」ことを根付かせ、自身の健康づくりに関心を
持っていただくことで住民の生涯にわたる心身の健康づくりや病気・介護の予防につな
げる。

　「歩く」ことがライフスタイルにつながる仕掛けとして、令和３年度から運営してい
る町公式ウォーキングアプリ（夢見る健幸くみやまＡＬＵＫＯ）について、さらなる機
能向上及び運用コストの削減を図るため、認知機能早期対策事業（令和５年度）におい
て活用した健康アプリとの統合を行う。
　現行アプリは、令和６年度までの運用とし、円滑な移行に向けて利用者への説明と周
知を進め、令和６年度中に新アプリ（脳にいいアプリ）の運用を開始する。

○事業費総額 2,874  千円

（内訳）　 
  ・参加記念品等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 300千円
　・その他業務（現行ウォーキングアプリ運営費）　　　　 495千円
　・その他業務（新ウォーキングアプリ運営費）　　　　　  99千円
　・ICTサービス利用料（現行ウォーキングアプリ運用費）1,980千円

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金 1,287 1,287
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 1,587 1,587

計 2,874 2,874

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和６年度　新規施策等に係る事業概要調書

温暖化防止活動事業〔環境エコアクションポイント事業〕

新規 拡充 統合 その他

　産業・環境政策課

第２章 第９節　循環型社会

計　画 １　環境に配慮した暮らしの促進 位置づけしていない

一般会計

衛生費 保健衛生費 環境衛生費

　環境省が推奨する「環境に良い行動をして貯める全国共通の環境ポイント」として、
環境エコアクション（エコ活動）ポイントを導入し、環境活動の見える化を図る。
　エコ活動に取り組む住民を一人でも多く増やし、環境ブランド力の強化と脱炭素社会
の実現に向けて取組を進める。

　幅広い世代が環境について考えるきっかけとして、ポイント制度を導入する。
　様々なエコ活動に対してポイントを付与し、各商品に交換可能な仕組みとする。ま
た、ポイント制度を通じて、他の各種環境イベントへの参加率向上や各種環境施策との
連携を図る。

○事業費総額 500  千円

（内訳）
　・環境エコアクションポイント事業委託　500千円
　　（エコアクションポイント事務局）

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 500 500

計 500 500

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和６年度　新規施策等に係る事業概要調書

温暖化防止活動事業〔脱炭素促進補助金〕

新規 拡充 統合 その他

　産業・環境政策課

第２章 第９節　循環型社会

計　画 １　環境に配慮した暮らしの促進 位置づけしていない

一般会計

衛生費 保健衛生費 環境衛生費

　令和５年10月に策定した久御山町環境基本計画（久御山町地球温暖化対策実行計画
「区域施策編」含む）に定めた温室効果ガス排出量削減の目標達成に向け、事業者及び
個人向けに、脱炭素に資する取組に対して経費の一部を補助し、環境都市くみやまの実
現と脱炭素化の促進を図る。

①ソーラーカーポート設置補助
　町内の事業所を対象に、未利用地を活用してソーラーカーポートを導入するための事
業費の一部を補助する。

②高効率機器導入促進補助
　町内の事業所を対象に、高効率空調設備や高効率照明機器等を導入するための事業費
の一部を補助する。

③住宅用断熱改修促進補助
　町内の個人住宅を対象に、住宅窓断熱改修のための工事費の一部を補助する。

○事業費総額 6,000  千円

（内訳）
　脱炭素促進補助金　6,000千円
　①ソーラーカーポート設置補助：必要経費の10％（上限300千円）×10件＝3,000千円　　
　②高効率機器導入促進補助　　：必要経費の10％（上限200千円）×10件＝2,000千円
　③住宅用断熱改修促進補助　　：必要経費の10％（上限 50千円）×20件＝1,000千円

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 6,000 6,000

計 6,000 6,000

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

■

会　　計

予算科目 款 項 目

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和６年度　新規施策等に係る事業概要調書

農業委員会一般事務費〔目標地図作成〕

新規 拡充 統合 その他

　産業・環境政策課

計　画 位置づけしていない

一般会計

農林水産業費 農業費 農業委員会費

　農業の後継者不足により地域農業の担い手が減ることの対応策として、地域農業の将
来の在り方を明確にした「目標地図」を作成し、農業者が各地域の現状と課題を把握し
て、農地を継続的に利用できるよう活用する。

　令和５年４月の農業経営基盤強化促進法等の改正に伴い、令和７年３月までに地域農
業の在り方を示した「地域計画」を策定する必要がある。
　「地域計画」の策定には農地１筆ごとの将来の利用者を明確化した「目標地図」が必
須となるため、農業委員会が中心となって、現況地図をベースにアンケート調査や集落
ごとの話し合い等で把握した農地１筆ごとの今後の利用意向を記載した「目標地図」を
作成する。

○事業費総額 1,953  千円

（内訳）
　・目標地図作成業務　1,953千円（委託料）

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 1,953 1,953

計 1,953 1,953

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

■ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和６年度　新規施策等に係る事業概要調書

久御山町農業振興施策対策事業〔がんばる農家応援事業（制度拡充）、特別
栽培米奨励補助金〕

新規 拡充 統合 その他

　産業・環境政策課

第１章 第１節　農業

計　画 ２　営農組織と担い手の育成 位置づけしていない

一般会計

農林水産業費 農業費 農業振興費

　本町の独自支援事業として、中核的担い手等のがんばる農家・農業者グループ（団
体）に対して支援することにより、農業基盤の整備促進及び担い手の育成・確保等を図
ることを目的とする。また、農業者のニーズを把握しながら、時代に即した町独自の支
援とすることで農業者の農業経営の安定を目指す。

　中核的担い手等が組織したグループ（団体）が行う安心・安全への取組、規模拡大、
低コスト化等のソフト事業の取組及び令和５年度特産品開発等支援事業において補助対
象として選定された商品の啓発・ＰＲなどに対して、継続的な支援として補助金を交付
する。また、コスト削減や生産効率の向上を図るためのスマート農業等に対して支援を
行う。
　特別栽培米の生産拡大とお米の品質向上、環境に配慮した農業生産の普及・定着を図
るため、ヒノヒカリ（等級１等）の生産に対し、補助金を交付する。

・補助額
ソフト団体支援　　　　　　　　　10万円（上限）
特産品開発等支援事業継続支援　　20万円（上限）
スマート農業等導入補助金　　　　30万円（上限）
特別栽培米奨励補助金　　　　　　１袋（30kg）あたり500円

○事業費総額 4,760  千円

（内訳）　新規・拡充分　2,500千円
　①ソフト団体補助金　　　　　　　　　100千円×３件＝300千円
　②特産品開発等支援事業継続支援　    200千円×１件＝200千円
　③スマート農業等導入補助金　　　　　300千円×５件＝1,500千円
　④特別栽培米奨励補助金　　　　　　　500円×1,000袋＝500千円

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金 100 100
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 4,660 2,400

計 4,760 2,500

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和６年度　新規施策等に係る事業概要調書

久御山ブランド推進事業〔農産物直売所ガイドマップ作成〕

新規 拡充 統合 その他

　産業・環境政策課

第１章 第１節　農業

計　画 ３　新たな流通・販売の仕組みの強化 位置づけしていない

一般会計

農林水産業費 農業費 農業振興費

　町特産農産物の消費拡大を図るためには、久御山町産であることを消費者にＰＲする
ことが必要である。
　久御山町野菜出荷組合が作成した袋詰めフィルム等の利用を促進するとともに、町内
の農産物直売所をＰＲするためのガイドマップを作成し、久御山ブランドの確立とあわ
せて、生産者の意欲の向上を図る。

　町内の農産物直売所をＰＲするため、各直売所の概要や取扱品、生産者などを紹介す
るガイドマップを作成する。

○事業費総額 930  千円

（内訳）
　・農産物直売所ＰＲガイドマップ作成　930千円

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金 465 465
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 465 465

計 930 930

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和６年度　新規施策等に係る事業概要調書

環境にやさしい農業推進事業〔環境保全型農業推進補助金〕

新規 拡充 統合 その他

　産業・環境政策課

第１章 第１節　農業

計　画 ４　農業環境の向上 位置づけしていない

一般会計

農林水産業費 農業費 農業振興費

　地球温暖化や甚大化する自然災害等の環境課題が世界中で深刻となるなか、農業生産
活動における二酸化炭素排出量の削減や減農薬栽培の推進など、環境に配慮した環境保
全型農業が重要であるため、農業生産における環境負荷の低減に努める農業者を支援す
る。

　環境にやさしい農業を推進するため、農業生産に使用するマルチ等環境にやさしい農
業資材を導入する農業者に対して、補助金を交付する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（補助対象メニュー）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・生分解性マルチ、生分解性ポット
・農業用ＬＥＤ光式捕虫器
・フェロモン剤
・生物農薬
・粘着捕虫シート　等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（補助金額）
・導入経費の２分の１を助成　１人上限10万円

○事業費総額 1,000  千円

（内訳）
　・環境保全型農業推進補助金　100千円×10件＝1,000千円　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 1,000 1,000

計 1,000 1,000

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

□ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和６年度　新規施策等に係る事業概要調書

まちの駅施設運営・維持管理事業〔コワーキングスペース改修工事等、販売
コーナー機能強化関連備品等購入〕

新規 拡充 統合 その他

　産業・環境政策課

第１章 第５節　産業・交流プロモート

計　画 ４　交流による地域の活性化の推進 位置づけしていない

一般会計

商工費 商工費 商工振興費

　本町の案内・休憩及び産業の情報発信拠点施設として設置し、様々な事業を実施して
きたクロスピアくみやまについて、さらなる利活用を図るため、社会実験の結果検証を
ふまえ、コワーキングスペースを本格実施する。また、京都府内の道の駅等との広域連
携を町制施行70周年に合わせ本格的に取り組み、「食の京都ＴＡＢＬＥ」に選定されて
いる販売コーナーの機能強化を図る。

　まちの駅クロスピアくみやまの利活用のための社会実験の結果検証をふまえ、コワー
キングスペースを本格実施する。現在のコワーキングスペースに８人程度まで利用可能
な打合せスペースを設置するとともに、プロジェクターやホワイトボードなどの備品を
整備し、利便性の向上を図る。
　また、販売コーナーの機能強化を図るため、電子決済端末等の必要備品を整備する。

○事業費総額 5,276  千円

（内訳）
　クロスピアくみやまコワーキングスペース
　　　改修工事　　 　 1,800千円
　　　関連備品購入 　   529千円
　販売コーナー
　　　関連備品購入等　2,947千円

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金 2,638 2,638
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 2,638 2,638

計 5,276 5,276

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

□ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和６年度　新規施策等に係る事業概要調書

道路橋梁維持管理事業〔通学路交通安全対策工事、歩行空間修繕整備工
事、街路植樹工事〕

新規 拡充 統合 その他

　建設課

第２章 第３節　道路

計　画 ２　道路・橋りょう等の効率的な維持管理の推進 位置づけしていない

一般会計

土木費 道路橋梁費 道路橋梁維持費

　町道の機能維持と環境保全のため、道路の補修や定期的な清掃、樹木の剪定等を行
う。
　通学路交通安全プログラムに基づく対策工事を実施することにより、通学路の安全性
の向上に努める。また、歩行空間の修繕整備を実施し、「歩くまちくみやま」の推進に
努める。

　令和６年度は、通学路交通安全対策工事や歩くまち推進に係る歩行空間修繕整備工事
を行うとともに、久御山高校周辺の町道において、街路植樹工事を行う。

○事業費総額 2,800  千円

（内訳）
　・通学路交通安全対策工事　　　　　　  500千円
　・歩行空間修繕整備工事　　　　　　　1,000千円
　・街路植樹工事　　　　　　　　　　　1,300千円

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金 500 500
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 2,300 2,300

計 2,800 2,800

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

□ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和６年度　新規施策等に係る事業概要調書

橋梁長寿命化事業〔森橋補修工事〕

新規 拡充 統合 その他

　建設課

第２章 第３節　道路

計　画 ２　道路・橋りょう等の効率的な維持管理の推進 位置づけしていない

一般会計

土木費 道路橋梁費 道路橋梁維持費

　町が管理する橋梁について、計画的に点検、維持補修を行い、長寿命化を図る。

　橋梁長寿命化修繕計画に基づき、森橋補修工事を行う。

○事業費総額 9,000  千円

（内訳）
　・森橋補修工事　　　　　　 9,000千円

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金 4,950 4,950
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 4,050 4,050

計 9,000 9,000

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

□ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和６年度　新規施策等に係る事業概要調書

道路橋梁新設改良整備事業〔田井・市田線歩道整備測量設計業務、田井５号
線道路整備工事、場内30号線舗装改良工事等〕

新規 拡充 統合 その他

　建設課

第２章 第３節　道路

計　画 ２　道路・橋りょう等の効率的な維持管理の推進 位置づけしていない

一般会計

土木費 道路橋梁費 道路橋梁新設改良費

　道路の安全かつ円滑な交通を確保するため、道路・橋梁の新設・改良を行う。

　令和６年度は、田井・市田線歩道整備測量設計業務、田井５号線道路整備工事、場内
30号線舗装改良工事、栄名木川通り線防護柵設置工事を行う。

○事業費総額 41,100  千円

（内訳）
　・田井・市田線歩道整備測量設計業務　 5,800千円
　・田井５号線道路整備工事　　　　　　20,300千円
　・場内30号線舗装改良工事　　　　　　11,700千円
　・栄名木川通り線防護柵設置工事　　　 3,300千円

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財 20,550 20,550
一般財源 20,550 20,550

計 41,100 41,100

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

□ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和６年度　新規施策等に係る事業概要調書

排水路等改修整備事業〔下津屋地区排水路整備測量設計業務〕

新規 拡充 統合 その他

　建設課

第２章 第５節　河川・治水対策

計　画 ３　河川の維持管理の強化 位置づけしていない

一般会計

土木費 河川費 河川総務費

　地区内排水路等の環境改善や排水機能を保持するため、整備や改修を行う。

　令和６年度は、下津屋地区排水路整備測量設計業務を行う。

○事業費総額 3,700  千円

（内訳）
　・下津屋地区排水路整備測量設計業務　　3,700千円

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 3,700 3,700

計 3,700 3,700

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和６年度　新規施策等に係る事業概要調書

宇治川高台整備促進事業〔かわまちづくり構想策定業務〕

新規 拡充 統合 その他

　建設課

第２章 第５節　河川・治水対策

計　画 １　治水対策の促進 位置づけしていない

一般会計

土木費 河川費 河川総務費

　水防活動の拠点基地や災害時における住民等の避難場所として活用するため、高台整
備を促進する。
　また、船着場の利活用や周辺農地との連携による地域の魅力ある資源を活かした賑わ
いのあるまちづくりを目指す。

　高台整備に向けた施設機能等の検討や舟運を含む河川空間における賑わい創出、旧巨
椋池地区の地域資源活用のための地域関係者・民間事業者へのヒアリング調査を実施
し、「かわまちづくり構想」を策定する。

○事業費総額 5,456  千円

（内訳）
　・官民連携による「かわまちづくり構想」策定業務　5,456千円

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金 2,728 2,728
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 2,728 2,728

計 5,456 5,456

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和６年度　新規施策等に係る事業概要調書

公園維持管理事業〔防犯カメラ設置〕

新規 拡充 統合 その他

　建設課

第２章 第４節　公園・緑地

計　画 １　公園・緑地の整備 位置づけしていない

一般会計

土木費 都市計画費 公園費

　中央公園や街区公園等の機能を保持するため、樹木剪定や清掃、遊具の安全点検等を
実施し、適切な維持管理を行う。

　公園利用者の安全確保と公園における犯罪の防止を目的として、自治会の希望を調査
し都市公園に防犯カメラを設置する。

○事業費総額 800  千円

（内訳）
　・防犯カメラ設置　800千円

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 800 800

計 800 800

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

□ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和６年度　新規施策等に係る事業概要調書

中央公園拡充整備事業〔まちのがっこう開催等支援業務、雨水循環利用整備
工事、中央公園グラウンド代替施設対応関連事業〕

新規 拡充 統合 その他

　建設課

第２章 第４節　公園・緑地

計　画 １　公園・緑地の整備 位置づけしていない

一般会計

土木費 都市計画費 公園費

　町の中心的な公園として機能充実を図り、人と人がつながる公園づくりを進める。
　まちのにわ構想推進のため、地域主体によるイベント開催支援を行うとともに、整
備・運営事業者の公募選定を実施する。

　地域主体によるイベント開催支援を行うとともに雨水循環利用整備工事を実施する。
また、工事期間中の代替施設に係る対応を実施する。

○事業費総額 15,599  千円

（内訳）
　・まちのがっこう開催等支援業務　　4,739千円
　・木津川河川敷運動広場整地工事　　1,100千円
　・代替施設用仮設照明　　　　　　　3,010千円
　・代替施設利用料等補助　　　　　　　550千円
　・雨水循環利用整備工事　　　　　　6,200千円

　※参考
　　・令和７年度　雨水循環利用整備工事　1,800千円（債務負担行為）

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金 1,895 1,895
府支出金
起　　　債
その他特財 4,604 4,604
一般財源 9,100 9,100

計 15,599 15,599

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

□ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和６年度　新規施策等に係る事業概要調書

都市計画推進事業（新市街地整備課）〔土地区画整理組合設立支援、基幹道
路整備関係〕

新規 拡充 統合 その他

　新市街地整備課

第２章 第１節　計画的土地利用

計　画 ２　新たな市街地整備の推進 位置づけしていない

一般会計

土木費 都市計画費 都市計画総務費

　第５次総合計画及び都市計画マスタープランに産業立地促進ゾーン及び住街区促進
ゾーンとして位置づけられている新市街地（みなくるタウン）において、地区計画策定
や市街化区域編入を見据え、土地利用の促進を図るとともに、環境面や安心・安全を意
識したまちづくりを推進することで、持続可能な町政運営に寄与することを目的とす
る。

①土地区画整理組合設立支援
　産業立地促進ゾーンの第１期整備地区については、事業認可申請、土地区画整理組合
の設立に向けて事業を進める。また、第２期整備地区及び住街区促進ゾーン先行エリア
については、令和５年度に土地区画整理事業を業務代行方式で進めるための事業化検討
パートナーが決定し、事業化に向けて進めているところであり、令和６年度中の準備組
合設立を目指す。

②基幹道路整備関係
　みなくるタウン整備を推進するため、基幹道路の整備に向け、用地買収のための用地
測量及び補償額算定のための建物調査を実施する。

○事業費総額 30,237  千円

（内訳）
　①土地区画整理組合設立支援
　　・第２期整備地区整備支援業務　　　　　　　　　　　6,776千円
　　・住街区促進ゾーン整備支援業務　　　　　　　　　　7,392千円
　  ・みなくるタウン推進コーディネーター委託業務　　　3,562千円

　②基幹道路整備関係
　　・用地測量及び建物調査業務　　　　　　　　　　　 12,507千円

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金 15,735 15,735
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 14,502 14,502

計 30,237 30,237

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和６年度　新規施策等に係る事業概要調書

都市計画推進事業（新市街地整備課）〔住生活基本計画策定業務〕

新規 拡充 統合 その他

　新市街地整備課

第２章 第１節　計画的土地利用

計　画 ２　新たな市街地整備の推進 位置づけしていない

一般会計

土木費 都市計画費 都市計画総務費

　地域コミュニティの形成、定住促進等による持続可能な地域の形成等を図るため、町
全体の住環境整備も含めた「住生活基本計画」の策定を進める。

　令和６年度は、現在の本町を取り巻く住宅や住環境の現況を整理するとともに、住生
活に係る課題の抽出及び整理を行う。また、令和７年度は、住生活における将来像や重
点事項を検討し、上位計画である町総合計画と整合性を図った上で本計画を策定する。

○事業費総額 5,140  千円

（内訳）
　住生活基本計画策定業務
　・策定委員会報酬等　　　　　　　　　　　　　　　　　240千円
　・計画策定業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　4,900千円

　※参考
　・令和７年度　計画策定業務　　4,900千円（債務負担行為）

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金 2,570 2,570
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 2,570 2,570

計 5,140 5,140

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）

45



事務事業名　：

□ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和６年度　新規施策等に係る事業概要調書

火災等予防推進事業〔消防マイスター子ども用防火衣整備〕

新規 拡充 統合 その他

　消防本部

第７章 第２節　消防（火災・救急・救助）

計　画 ３　火災予防体制の強化 位置づけしていない

一般会計

消防費 消防費 常備消防費

　地域防災の重要性や命を守るための技術を学習するとともに、将来の地域防災を担う
人材を育成するため、町内の児童・生徒を対象に消防マイスター教室を開催する。

　防火、防災の知識や技術、消防業務などを身近に体験する消防マイスター教室の参加
者向けに子ども用防火衣を整備する。

○事業費総額 545  千円

（内訳）
　・消防マイスター子ども用防火衣　545千円

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 545 545

計 545 545

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

□ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和６年度　新規施策等に係る事業概要調書

消防広域化推進事業〔消防指令センター共同整備負担金〕

新規 拡充 統合 その他

　消防本部

第７章 第２節　消防（火災・救急・救助）

計　画 １　消防力の強化 位置づけしていない

一般会計

消防費 消防費 常備消防費

　消防力の強化と行財政運営の効率化を図るため、消防広域化を検討する。
　「京都府消防体制の整備推進計画」に基づいて、関係市町と京都府南部消防指令セン
ター共同運用の実現を図るため、共同運用実施設計業務に基づき、計画的に整備を進め
る。

　京都府南部地域における消防指令センター共同運用に向けて消防指令システム等の整
備を実施する。

○事業費総額 20,791  千円

（内訳）
　・消防指令センター共同整備負担金　20,791千円 

　※参考
　・令和７年度      92,581千円（債務負担行為）
　・令和８年度　　　94,538千円（債務負担行為）

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債 20,700 20,700
その他特財
一般財源 91 91

計 20,791 20,791

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和６年度　新規施策等に係る事業概要調書

常備消防一般事務費〔消防団70周年・消防本部50周年記念誌作成〕

新規 拡充 統合 その他

　消防本部

第７章 第２節　消防（火災・救急・救助）

計　画 １　消防力の強化 位置づけしていない

一般会計

消防費 消防費 常備消防費

　消防団、消防本部の設立からそれぞれ70周年、50周年を迎えるにあたり、その軌跡を
たどるとともに、後世に消防を伝えるため、記念誌を作成し消防意識の高揚を図る。

　消防団設立70周年、消防本部設立50周年を記念し、沿革や概要等をとりまとめた記念
誌を作成する。

○事業費総額 420  千円

（内訳）
　・消防団70周年・消防本部50周年記念誌作成　420千円

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 420 420

計 420 420

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和６年度　新規施策等に係る事業概要調書

消防機械器具等整備事業〔高規格救急車購入〕

新規 拡充 統合 その他

　消防本部

第７章 第２節　消防（火災・救急・救助）

計　画 ２　救急・救助体制の強化 位置づけしていない

一般会計

消防費 消防費 消防施設費

　迅速な消防・救急活動を行うため、消防機械器具や救急活動資機材の適正な管理を行
うとともに、老朽化しつつある機械器具の更新並びに増強整備に努める。

　高度化する救急業務に対応するため、高規格救急車１台を更新配置し、救急活動の充
実強化を図る。

○事業費総額 45,382  千円

（内訳）
　・役務費　　　　 　132千円（リサイクル料・保険料等）
　・備品購入費　　45,217千円（高規格救急車購入）
　・公課費　　　　　　33千円（自動車重量税）

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金 12,481 12,481
府支出金
起　　　債 29,400 29,400
その他特財
一般財源 3,501 3,501

計 45,382 45,382

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和６年度　新規施策等に係る事業概要調書

こども園施設維持管理事業〔使用済み紙おむつ等収集事業〕　　

新規 拡充 統合 その他

　学校教育課

第４章 第１節　就学前教育

計　画 ２　就学前の教育環境の整備 位置づけしていない

一般会計

民生費 児童福祉費 こども園費

　快適で安全な保育環境の充実を図るため、施設の維持管理を適切に行う。
　使用済み紙おむつ等の園内収集を実施し、保護者負担の軽減を図る。

　月曜日から土曜日までの週６日、こども園で収集した使用済み紙おむつ等の処理施設
への運搬等を業者委託する。

○事業費総額 1,099  千円

（内訳）
　・使用済み紙おむつ収集運搬等業務　1,099千円（委託料）

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 1,099 1,099

計 1,099 1,099

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和６年度　新規施策等に係る事業概要調書

学校施設維持管理事業〔中学校体育館空調等設置工事〕　

新規 拡充 統合 その他

　学校教育課

第４章 第２節　学校教育

計　画 ３　教育環境の充実 位置づけしていない

一般会計

教育費 中学校費 学校管理費

　学校体育館は、授業や部活動、集会などの教育活動や社会体育活動などの地域コミュ
ニティ醸成の場として利用頻度が高く、災害発生時には地域の避難所としての利用も想
定されている。
　生徒の熱中症対策や避難所の防災機能の向上を図るため、学校施設の環境整備を進め
る。

　久御山中学校体育館において、空調設置や太陽光発電設備の整備、屋根への遮熱塗料
の塗布を行う。

○事業費総額 128,841  千円

（内訳）
　・久御山中学校体育館空調等設置工事　　　　　　　122,705千円（工事請負費）
　・久御山中学校体育館空調等設置工事監理業務　　　  6,136千円（委託料）

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金 34,017 34,017
府支出金
起　　　債 66,500 66,500
その他特財
一般財源 28,324 28,324

計 128,841 128,841

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

■ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

款 項 目

款 項 目

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和６年度　新規施策等に係る事業概要調書

こども園・学校給食運営事業〔70周年記念献立、物価高騰対策給食材料費補
助金〕【70周年】

新規 拡充 統合 その他

　学校教育課

第４章 第２節　学校教育

計　画 ３　教育環境の充実 位置づけしていない

一般会計

民生費 児童福祉費 こども園費

教育費 小・中学校費 学校給食費

　園児・児童・生徒に安心・安全で美味しい給食を提供することを目的に、適正な運営
及び施設の維持管理に努める。

①町制施行70周年記念献立
　町制施行70周年を記念して、久御山町産野菜を使用した記念献立を提供し、園児・児
童・生徒へ地産地消の推進と食育の取り組みを周知するとともに、お祝いムードを高め
る。

②物価高騰対策給食材料費補助金
  エネルギーや食料品価格等の物価高騰による給食材料費の値上がりに対応するため、
物価高騰分の補助を行う。

○事業費総額 9,826  千円

（内訳）
　①町制施行70周年記念献立
　　こども園給食運営事業　  183千円（給食材料費）
　　小学校給食運営事業　　  253千円（給食材料費）
　　中学校給食運営事業　　  148千円（給食材料費）

　②物価高騰対策給食材料費補助金
　　こども園給食運営事業　3,998千円（給食材料費）
　　小学校給食運営事業　　3,124千円（負担金、補助及び交付金）
　　中学校給食運営事業　　2,120千円（負担金、補助及び交付金）

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 9,826 9,826

計 9,826 9,826

総合計画上
の位置づけ

予算科目

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和６年度　新規施策等に係る事業概要調書

全世代・全員活躍まちづくりセンター運営事業〔施設備品購入（債務負担）〕

新規 拡充 統合 その他

　生涯学習応援課

第８章 第１節　コミュニティ・交流

計　画 ２　多彩な交流の促進 位置づけしていない

一般会計

教育費 社会教育費 社会教育総務費

　あらゆる人やあらゆる世代の人々が交流する場となる「久御山町全世代・全員活躍ま
ちづくりセンター」について、多様な活動や使い方を実現するため、開館後の運営内容
を整理するとともに、備品購入等の準備を進める。

　久御山町全世代・全員活躍まちづくりセンター整備基本計画等のコンセプトをふま
え、令和７年度の開館に向け、運営準備を進めるとともに、債務負担行為を設定し施設
備品の購入準備を進める。

（主な施設備品）
　・舞台関連
　・サイネージ
　・プロジェクター
　・オーブンレンジ
　・ホワイトボード、清掃用ロッカー　など

○事業費総額 16,524  千円

（内訳）
　開館準備関連（継続）
　・運営評価委員謝礼等　　　　 272千円
　・開館準備業務　　　　　　16,252千円

　施設備品購入
　・令和６年度      　　　　　   0千円
　※参考
　・令和７年度　　　　　40,000千円（債務負担行為）

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金 8,125
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 8,399

計 16,524 0

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和６年度　新規施策等に係る事業概要調書

地域学校協働活動推進事業〔地域学校協働活動推進員配置〕

新規 拡充 統合 その他

　生涯学習応援課

第５章 第１節　社会教育

計　画 ２　地域人材の育成 位置づけしていない

一般会計

教育費　 社会教育費 社会教育総務費

　学校を核とした地域づくりを目指し、地域全体で子どもを育てる体制を整備し、子ど
もたちの教育活動の充実を図るとともに、地域の教育力の再生と学校支援活動を通して
学校と地域が連携・協働した地域コミュニティの活性化を図ることを目的とする。

　令和６年度は、町内の小中学校のうち１校に地域学校協働活動推進員を１名配置す
る。
　学校を基盤とした地域ネットワークの形成や地域学校協働活動の推進を目指し、地域
や学校の実情に応じた地域学校協働活動の企画・立案、学校や地域住民、企業・団体等
の関係者との連絡・調整、地域ボランティアの募集・確保などを行う。

○事業費総額 628  千円

（内訳）
　・地域学校協働活動推進員     415千円（報償費）
　・普通旅費                    64千円（旅費）
　・消耗品費　                  30千円（需用費）
　・食糧費                       5千円（需用費）
　・保険料                       1千円（役務費）
　・パソコン・プリンター借上代 113千円（使用料及び賃借料）　　

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金 417 417
起　　　債
その他特財
一般財源 211 211

計 628 628

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

□ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和６年度　新規施策等に係る事業概要調書

ふれあい交流館運営事業〔駐車場西側土留改修工事、エレベーター修繕工
事〕

新規 拡充 統合 その他

　生涯学習応援課

第５章 第１節　社会教育

計　画 ３　タウンキャンパスの充実と活用 位置づけしていない

一般会計

教育費 社会教育費 生涯学習センター費

　生涯学習の振興のための各種事業等を行い、住民の文化の向上と活力ある地域社会の
創造を目指す。また、安全で安心な施設環境を確保するため、施設の改修等を行う。

　令和６年度は、駐車場西側土留改修工事やエレベーターの部品交換工事を行う。

○事業費総額 13,019  千円

（内訳）
　・駐車場西側土留改修工事監理業務　1,033千円（委託料）
　・駐車場西側土留改修工事　　　　　5,995千円（工事請負費）
　・エレベーター修繕工事　          5,991千円（工事請負費）

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財 900 900
一般財源 12,119 12,119

計 13,019 13,019

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

□ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和６年度　新規施策等に係る事業概要調書

旧山田家住宅保存・活用事業〔主屋修理保存業務〕

新規 拡充 統合 その他

　生涯学習応援課

第５章 第３節　歴史文化

計　画 １　歴史・文化の保存と継承 位置づけしていない

一般会計

教育費 社会教育費 文化財費

　国登録有形文化財の「旧山田家住宅長屋門・長塀・主屋」の修理・補修を行い、歴史
的文化財として後世に継承する。

　経年劣化が見られる旧山田家住宅の主屋について、劣化の速度を遅らせるための修理
保存（応急措置的な設計）業務を行う。

○事業費総額 5,390  千円

（内訳）
　・主屋修理保存業務　5,390千円（委託料）

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金 2,695 2,695
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 2,695 2,695

計 5,390 5,390

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和６年度　新規施策等に係る事業概要調書

町民運動会等体育大会事業〔京都サンガホームタウンデー〕【70周年】

新規 拡充 統合 その他

　生涯学習応援課

第５章 第２節　スポーツ

計　画 ３　地域スポーツ活動の推進 位置づけしていない

一般会計

教育費 保健体育費 保健体育総務費

　町民運動会やレクリエーション大会などを開催し、住民のスポーツ振興や交流、親睦
の機会を提供する。

　町制施行70周年記念事業として、京都サンガF.C.の久御山町ホームタウンデー開催日
に、観戦バスツアー及び京都サンガF.C.のコーチによる町スポーツ少年団の子ども向け
サッカー教室を開催する。

○事業費総額 494  千円

（内訳）
　・サンガコーチ講師料　     40千円（報償費）
　・サッカー観戦バス代　　　216千円（委託料）
　・座席料　　            　238千円（使用料及び賃借料）

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財 70 70
一般財源 424 424

計 494 494

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

□ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和６年度　新規施策等に係る事業概要調書

総合体育館・町民プール運営事業〔エレベーター改修工事等〕

新規 拡充 統合 その他

　生涯学習応援課

第５章 第２節　スポーツ

計　画 ２　ライフステージに応じたスポーツの推進 位置づけしていない

一般会計

教育費 保健体育費 体育施設費

　スポーツ振興のための各種事業等を行い、住民スポーツの向上と活力ある地域社会の
創造を目指す。また、安全で安心な施設環境を確保するため、施設改修等を行う。

　令和６年度は、総合体育館エレベーター改修工事、総合体育館バスケットゴール取替
工事、町民プール庭球場クラック補修工事を行う。

○事業費総額 40,595  千円

（内訳）
　・総合体育館エレベーター改修工事　　　　36,000千円（工事請負費）
　・総合体育館バスケットゴール取替工事　　 3,517千円（工事請負費）
　・町民プール庭球場クラック補修工事　　　 1,078千円（工事請負費）

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債 27,000 27,000
その他特財 500 500
一般財源 13,095 13,095

計 40,595 40,595

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和６年度　新規施策等に係る事業概要調書

水道施設維持事業〔水道施設更新工事〕

新規 拡充 統合 その他

　上下水道課

第２章 第６節　上水道

計　画 １　良質な水の安定供給 位置づけしていない

水道事業会計

資本的支出 建設改良費 固定資産取得費

  水道事業ビジョンに基づき施設を健全に維持するため、更新を適切に行う必要があ
る。
　老朽化した機器などを更新することにより、住民に安全で安心な水を安定的に供給す
る。

①３号濾過機電動弁更新工事
　・電動弁更新工事

②３号濾過機濾過材入替工事
　・濾過材入替工事

○事業費総額 16,038  千円

（内訳）
　①３号濾過機電動弁更新工事　　7,777千円
　②３号濾過機濾過材入替工事　　8,261千円

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 16,038 16,038

計 16,038 16,038

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和６年度　新規施策等に係る事業概要調書

配水管改良事業〔配水管布設替工事〕

新規 拡充 統合 その他

　上下水道課

第２章 第６節　上水道

計　画 ２　緊急時における供給体制の確保 位置づけしていない

水道事業会計

資本的支出 建設改良費 施設改良費

　水道事業ビジョンに基づき強靱で安定した水道を実現するため、重要給水施設への重
要管路の耐震化及び老朽管の更新を行う必要がある。
  浄水場から避難所等の重要給水施設までの重要管路や老朽化した配水管の耐震化を推
進することにより、水を安定的に供給する。

　更新計画に基づき、重要管路の耐震化工事を実施するとともに、老朽化した配水管の
布設替工事を実施する。

　配水管布設替工事（重要管路）
　　　　φ200     L=135ｍ
　　　　φ75      L=  2ｍ

　配水管布設替工事（老朽管）
　　　　φ300　　 L= 81ｍ
　　　　φ200　　 L= 53ｍ
　　　　φ150　　 L=  1ｍ
　　　　φ100　　 L=  1ｍ
　　　　φ75以下  L=144ｍ

○事業費総額 124,619  千円

（内訳）
　・工事請負費（重要管路）　24,750千円
　・工事請負費（老朽管）　　99,869千円

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金 3,454 3,454
起　　　債 69,680 69,680
その他特財
一般財源 51,485 51,485

計 124,619 124,619

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和６年度　新規施策等に係る事業概要調書

「水道事業ビジョン」推進事業〔シンポジウム開催、水道料金改定支援業務〕

新規 拡充 統合 その他

　上下水道課

第２章 第６節　上水道

計　画 ３　水道事業経営の健全化 位置づけしていない

水道事業会計

水道事業費用 営業費用 総係費

　水道事業においては、人口減少や節水機器の普及等、水需要の減少による給水収益の
減少等により、今後の財政収支への影響が予想されるなかで、必要な施設整備を進めな
ければならない。
　そのため、水道事業を取り巻く環境の変化や今後の水道事業の課題に対応した戦略的
な事業運営を行うため、令和４・５年度の２箇年で「久御山町水道事業ビジョン及び経
営戦略」の両計画を見直し、「久御山町水道事業ビジョン（第２次）」を策定した。
　新たに策定した水道事業ビジョンに基づき、水道事業の経営の健全化及び経営基盤の
安定化を図る。

　久御山町上下水道事業経営審議会で適切な水道料金を検討するとともに、本町の水道
事業の現状等を広く発信するためのシンポジウムを開催する。

○事業費総額 9,531  千円

（内訳）
　・諸謝金　シンポジウム講師謝礼　　　　　　　　　 282千円
　・委託料　シンポジウムチラシ配布等　　　　　 　 　31千円
        　  料金改定支援業務　　　　　　　　　　 8,448千円
　　　　　　システム改修業務（料金改定対応）　　   770千円　　　

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 9,531 9,531

計 9,531 9,531

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和６年度　新規施策等に係る事業概要調書

公共下水道整備・更新事業〔管渠改築工事〕

新規 拡充 統合 その他

　上下水道課

第２章 第７節　下水道

計　画 １　下水道施設の整備と維持管理の推進 位置づけしていない

下水道事業会計

資本的支出 建設改良費 汚水管渠改良費

　老朽化が進行する施設の計画的・効率的な改築更新を行う必要がある。
　事故を未然に防止するとともに、良好な生活環境の保全を図る。

　ストックマネジメント計画に基づき、老朽化した施設の改築更新工事を行う。

　管更正工（φ200）　　L=183ｍ

○事業費総額 19,965  千円

（内訳）
　・管渠改築工事　　　　　　　　　　　19,965千円

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金 4,290 4,290
府支出金
起　　　債 4,620 4,620
その他特財
一般財源 11,055 11,055

計 19,965 19,965

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和６年度　新規施策等に係る事業概要調書

公共下水道整備・更新事業〔施設更新基本計画策定業務〕

新規 拡充 統合 その他

　上下水道課

第２章 第７節　下水道

計　画 １　下水道施設の整備と維持管理の推進 位置づけしていない

下水道事業会計

資本的支出 建設改良費 汚水管渠改良費

　安全・安心な下水道事業を推進するため、施設の計画的・効率的な改築更新を行う必
要がある。
　事故を未然に防止するとともに、良好な生活環境の保全を図る。

　町内３箇所に設置している真空ステーションについて、設置後13年以上が経過してお
り、電気・機械設備の大規模更新が必要となる。
　更新については経済性や施工性等を考慮し、他方式への変更も含めて検討するため、
更新基本計画の策定を行う。

○事業費総額 14,047  千円

（内訳）
　・施設更新基本計画策定業務　　　　　14,047千円

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 14,047 14,047

計 14,047 14,047

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

■ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和６年度　新規施策等に係る事業概要調書

雨水排水路維持管理事業〔雨水出水浸水想定区域図作成、ストックマネジメ
ント計画改定〕

新規 拡充 統合 その他

　建設課

第２章 第５節　河川・治水対策

計　画 １　治水対策の促進 位置づけしていない

下水道事業会計

下水道事業費用 営業費用 管渠費

　雨水排水路の機能保持や浸水防止のため、適切な整備や改修を計画的に行う。

　内水による浸水のリスク情報を示すため、雨水出水浸水想定区域図を作成する。ま
た、定期的な見直しが必要となるストックマネジメント計画について、改定を行う。

○事業費総額 42,000  千円

（内訳）
　・雨水出水浸水想定区域図作成業務　　　19,000千円
　・ストックマネジメント計画改定業務　　23,000千円

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金 21,000 21,000
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 21,000 21,000

計 42,000 42,000

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

□ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和６年度　新規施策等に係る事業概要調書

内水排除対策事業〔佐山排水機場施設更新工事等〕

新規 拡充 統合 その他

　建設課

第２章 第５節　河川・治水対策

計　画 １　治水対策の促進 位置づけしていない

下水道事業会計

資本的支出 建設改良費
固定資産取得費
雨水管渠等建設費
雨水管渠等改良費

　近年、局地的な集中豪雨が多発しており、甚大な被害が懸念されるため、内水排除対
策により住民の生命や財産を洪水や浸水被害から未然に防止する必要がある。

　集中豪雨等に対する雨水管理を適切に実施するため、佐山排水機場施設の更新整備及
び雨水貯留施設の整備を進める。

○事業費総額 480,100  千円

（内訳）
　・佐山排水機場施設更新工事（第２期）　　　　　　　 313,300千円
　・佐山排水機場施設更新工事（第２期）監理業務　　　  17,600千円
　・荒見調整池整備工事（中央公園）　               　106,200千円
　　（３箇年事業）Ｒ６：106,200千円、Ｒ７：752,000千円、Ｒ８：677,100千円
　　　  総額：1,535,300千円
　・みなくるタウン・大内貯留管詳細設計業務 　　　　 　43,000千円

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金 218,900 218,900
府支出金
起　　　債 235,200 235,200
その他特財
一般財源 26,000 26,000

計 480,100 480,100

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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